
四日市市事業所税規則の一部を改正する規則をここに公布する。  

  令和６年３月８日  

                四日市市長   森   智  広  

 

四日市市規則第１１号  

四日市市事業所税規則の一部を改正する規則  

 四日市市事業所税規則（平成２２年四日市市規則第３０号）の一部を次のよう

に改正する。  

 

改正後  改正前  

別表（第３条関係）  

事業所税の減免  

No 施設等  減免割合  

資産

割  

従業

者割  

（略）  

７  旧 中 小 企 業 振

興事業団法（昭

和 ４ ２ 年 法 律

第５６号）の施

行 前 に お い て

小 規 模 企 業 者

等 設 備 導 入 資

金助成法（昭和

３ １ 年 法 律 第

１１５号）に基

づ く 貸 付 け を

受 け て 設 置 さ

れた施設で、法

第 ７ ０ １ 条 の

３ ４ 第 ３ 項 第

全部  全部  

別表（第３条関係）  

事業所税の減免  

No 施設等  減免割合  

資産

割  

従業

者割  

（略）  

７  旧 中 小 企 業 振

興事業団法（昭

和 ４ ２ 年 法 律

第５６号）の施

行 前 に お い て

小 規 模 企 業 者

等 設 備 導 入 資

金助成法（昭和

３ １ 年 法 律 第

１１５号）に基

づ く 貸 付 け を

受 け て 設 置 さ

れた施設で、法

第 ７ ０ １ 条 の

３ ４ 第 ３ 項 第

全部  全部  



１ ８ 号 に 規 定

す る 事 業 に 相

当 す る 事 業 を

行 う 者 が 当 該

事 業 の 用 に 供

す る 同 号 に 掲

げ る 施 設 に 相

当するもの  

（略）  

１０  果 実 飲 料 の 日

本農林規格（平

成 １ ０ 年 農 林

水 産 省 告 示 第

１０７５号）第

１ 条 の 規 定 に

よ る 果 実 飲 料

又 は 炭 酸 飲 料

の 日 本 農 林 規

格（昭和４９年

農 林 省 告 示 第

５６７号）第２

条 の 規 定 に よ

る 炭 酸 飲 料 の

製 造 業 に 係 る

製 品 等 の 保 管

の た め の 倉 庫

（延べ面積３，

０ ０ ０ 平 方 メ

ー ト ル 以 下 の

場合に限る。）  

２ 分

の１  

 

（略）  

１ ９ 号 に 規 定

す る 事 業 に 相

当 す る 事 業 を

行 う 者 が 当 該

事 業 の 用 に 供

す る 同 号 に 掲

げ る 施 設 に 相

当するもの  

（略）  

１０  果 実 飲 料 の 日

本農林規格（平

成 １ ０ 年 農 林

省 告 示 第 １ ０

７５号）第１条

の 規 定 に よ る

果 実 飲 料 又 は

炭 酸 飲 料 の 日

本農林規格（昭

和 ４ ９ 年 農 林

省 告 示 第 ５ ６

７号）第２条の

規 定 に よ る 炭

酸 飲 料 の 製 造

業 に 係 る 製 品

等 の 保 管 の た

めの倉庫（延べ

面積３，０００

平 方 メ ー ト ル

以 下 の 場 合 に

限る。）  

２ 分

の１  

 

（略）  



１５  ねん糸・かさ高

加工糸、織物及

び 綿 の 製 造 を

行 う 者 （ ね ん

糸・かさ高加工

糸 の 製 造 を 行

う 者 に あ っ て

は 、 専 業 に 限

る。）並びに機

械 染 色 整 理 の

事 業 を 行 う 者

で 中 小 企 業 等

経営強化法（平

成 １ １ 年 法 律

第１８号）第２

条 第 １ 項 に 規

定 す る 中 小 企

業 者 に 該 当 す

るものが、原材

料 又 は 製 品 の

保管（織物の製

造 を 行 う も の

にあっては、製

造 の 準 備 を 含

む。）の用に供

する施設  

 

 

２ 分

の１  

 

（略）  

１７  藺（い）製品の

製 造 を 行 う 者

２ 分

の１  

 

１５  ねん糸・かさ高

加工糸、織物及

び 綿 の 製 造 を

行 う 者 （ ね ん

糸・かさ高加工

糸 の 製 造 を 行

う 者 に あ っ て

は 、 専 業 に 限

る。）並びに機

械 染 色 整 理 の

事 業 を 行 う 者

で 中 小 企 業 の

新 た な 事 業 活

動 の 促 進 に 関

する法律（平成

１ １ 年 法 律 第

１８号）第２条

第 １ 項 に 規 定

す る 中 小 企 業

者 に 該 当 す る

ものが、原材料

又 は 製 品 の 保

管（織物の製造

を 行 う も の に

あっては、製造

の 準 備 を 含

む。）の用に供

する施設  

２ 分

の１  

 

（略）  

１７  藺（い）製品の

製 造 を 行 う 者

２ 分

の１  

 



が 原 材 料 又 は

製 品 の 保 管 の

用 に 供 す る 施

設（藺製品と併

せ 製 造 す る ポ

リ プ ロ ピ レ ン

製 花 筵 （ む し

ろ）に係るもの

を含む。）  

（略）  
 

が 原 材 料 又 は

製 品 の 保 管 の

用 に 供 す る 施

（ 藺 製 品 と 併

せ 製 造 す る ポ

リ プ ロ ピ レ ン

製 花 筵 （ む し

ろ）に係るもの

を含む。）  

（略）  
 

  

 

第１号様式から第３号様式までを次のように改める。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１号様式（第２条関係） 

　次のとおり事業所等を

(宛先)

　四日市市長

従業者数
②

㎡
①＋②

床面積
②

事業所等を借りている場合、貴社に貸している方(家屋の所有者)の氏名等を次に記載してください。

従業者数

資本金

新設　　・　　廃止

共用床面積

人

新
　
設
　
・
　
廃
　
止
　
事
　
業
　
所
　
等

合 計

既存の全ての
事業所等

事 業 所
床 面 積

事業所等の
名 称

事業所等の
所 在 地

新 設 ・ 廃 止
年 月 日

自己所有　　・　　賃貸

※　①の欄は、新設又は廃止した事業所用家屋の延べ床面積及びその新設又は廃止による従業者の

　増減数を記載してください。ただし、廃止の場合は、数字の前に「－」(マイナス)の記号を付してください。

備考

※　この申告書は、事業所等の新設又は廃止のあった日から１か月以内に提出してください。

電話番号
関 与 税 理 士 名

電話番号
氏 名 又 は 名 称

住所又は所在地

人

①＋②
人

㎡

㎡
家屋の
所有者

㎡ 従業者数
①

　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

専用床面積
㎡

ビル等の名称

床面積計
①

(　フ　リ　ガ　ナ　)

代 表 者 氏 名

電話番号

申
　
　
告
　
　
者

こ の 申 告 に 応 答
す る 者 の 氏 名

住　　　　　所

( 本 店 所 在 地 )

事業所等の 新設・廃止 申告書

法 人 名 ( 氏 名 )

四 日 市 所 在 地

( 主 た る 事 業 所 )

(　フ　リ　ガ　ナ　)

　　　　年　　月　　日

廃止

人

事業年度 自　　　　　　　　年　　　月　　　日　　　～　　　至　　　　　　　　年　　　月　　　日

事業種目
万円

したので、四日市市税条例第151条の11第1項の規定により、申告します。
新設

受 付

印

 



第２号様式（第２条関係）

㎡㎡

㎡
　　年　　月　　日 

貸付 ・ 変更 ・ 解約

㎡

使

用

者

の

明

細

合計床面積

使 用 者 の 住 所 又 は 所 在 地

※　この申告書は、貸付を行った日又は異動があった日から１ヶ月以内に提出してください。

※　使用者の氏名又は名称の欄は、空室の場合は｢空室｣と、自ら使用している場合は｢自己使用｣と記載してください。

㎡

非課税以外の

家屋の延べ床面積

①      (②＋⑤)

㎡

共用部分の床面積 ㎡

     (⑥＋⑦)

㎡

      床面積内
　
訳

非課税に係る

⑥

      床面積 ⑦

㎡

㎡

内
　
訳

事業所用の

人の居住用の

      床面積 ③

④      床面積

(地上　　階)

専用部分の床面積 ㎡

     (③＋④) ② ⑤

( フ リ ガ ナ )

代 表 者 氏 名

(宛先) こ の 申 告 に
応 答 す る 者

　　　次のとおり事業所用家屋を貸し付けていますので、地方税法第701条の52第2項及び四日市市

　　税条例第151条の11第2項又は第３項の規定により申告します。

電話番号

貸 付 等 年 月 日

事 由

階
(室番号)

　四日市市長

家屋の所在地
家屋の名称

(ビル等の名称)

(地下　　階)

事業所用家屋の貸付等申告書

申
　
告
　
者

住 所

(本 店 所 在 地 )

( フ リ ガ ナ )

氏 名 ( 名 称 )

　　　　年　　月　　日

専用床面積

共用床面積

㎡

㎡

使 用 者 の 氏 名 又 は 名 称

　　年　　月　　日 

貸付 ・ 変更 ・ 解約
㎡

㎡

　　年　　月　　日 

貸付 ・ 変更 ・ 解約

㎡

㎡

㎡

　　年　　月　　日 

貸付 ・ 変更 ・ 解約

㎡

㎡

㎡

㎡

　　年　　月　　日 

貸付 ・ 変更 ・ 解約

受 付

印

 



第３号様式（第２条関係） 

※　この申請書は、減免を受けようとする理由を証明する書類を添えて提出してください（減免部分を色分けした平面図等）。

※　この申請書は、事業所税の申告書と併せて、納期限前７日までに提出してください。

円 円

(100円未満切上げ)

減免額の計算

合    計　　　　   

減 免 対 象

事 業 所 等

の 明 細

㎡

円

㎡

㎡ ㎡

円

円

㎡

円 円

資産割

区分
減免床面積合計

減免給与総額合計

事業所用家屋の所在地

(　用　途　)

減免を受けよう

と す る 理 由 等

㎡

減免

割合給与額

床面積

㎡

円

㎡

減 免 額

㎡

減免額　③

円

円従業者割

　①　×　600円

　②　×　0.25／100

00 円

(1円未満切上げ)

(1円未満切上げ)

減免の対象となる

①

②

事　業　所　税　減　免　申　請　書
　　　　　年　　　月　　　日

住 所

(本 店 所 在 地 )

( フ リ ガ ナ )

氏 名 ( 名 称 )

代 表 者 氏 名
こ の 申 請 に
応 答 す る 者

(宛先)

四日市市長

事 業 年 度 又 は 課 税 期 間 年 月 日 ～ 年 月 日 事 業 種 目

　　　四日市市税条例第151条の13第2項の規定により、次のとおり事業所税の減免の申請をします。

電話番号( フ リ ガ ナ )

00

円

円

円

減免前の税額　④

(事業所税額)

給与額

差引納付額

④－③

00

円

円

㎡

円

減免される

㎡

円

床面積

受 付

印

 



附  則  

 （施行期日）  

１  この規則は、公布の日から施行する。  

 （四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則の一部改正）  

２  四日市市申請書等の押印の取扱いの特例に関する規則（令和３年四日市市規則第

３２号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後  

（押印の省略）  

第２条  次の表の左欄に掲げる規則の規定する手続又は様式のうち、同表中欄に掲

げる手続又は様式については、当該規則の規定に関わらず、押印を要しないもの

とする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。  

規則名  手続又は様式  備考  

 （略）  

四日市市補助金等交付規則（昭和

５７年四日市市規則第１１号）  

 （略）  

北勢地方卸売市場に係る国有資

産等所在市町村交付金の特例を

定める条例施行規則（平成２５年

四日市市規則第１９号）  

 （略）  

 （略）  

  

 

改正前  

（押印の省略）  

第２条  次の表の左欄に掲げる規則の規定する手続又は様式のうち、同表中欄に掲

げる手続又は様式については、当該規則の規定に関わらず、押印を要しないもの

とする。ただし、同表右欄に掲げる条件を満たす場合に限る。  

規則名  手続又は様式  備考  

 （略）  

四日市市補助金等交付規則（昭和  （略）  



５７年四日市市規則第１１号）  

四日市市事業所税規則（平成２２

年四日市市規則第３０号）  

第１号様式から第３号

様式まで  

署名（法人その他の

団体にあっては、代

表者の署名）をした

場合に限る。  

北勢地方卸売市場に係る国有資

産等所在市町村交付金の特例を

定める条例施行規則（平成２５年

四日市市規則第１９号）  

 （略）  

 （略）  

  

 

（財政経営部市民税課）  


